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科学技術 立回日本が少子 ・高締化の中でl■B際競争力の

維持 ・強化を図っていくためには,科 学技術を支える理

系人材の量 ・質共の確保及び男女共同参画社会の実現な

どによる女性研究者をはじめとする多様な研究者がその

能力を最大限発揮 し,清 躍するための環境を整えていく

ことが不口J欠である.し かし,手比が国の現状を見ると,

研究者に占める女14の制合が欧木話[∃と比べて低 く,そ

の最も大きな理由として出産 ・育児により研究の両立が

難しいことが指摘されている 文 部科ギ1省では2006年

度から科学技術振興調整費による新規課題として 「女性

研究者支援モデル育成Jを 掲げ,大 学や独立行政法人を

対象として提案の公家が行われた こ れに対 して36件

の応募があり,そ のうち本学を含む 10の機関が採択さ

れ,取 組みを進めている.

本稿では, 2006年 7月 から開始された日本女子大学

における 「女性研究者マルチキャリアパス支援プロジェ

クトJの 概要と9か 月間の活動について紹介する`

プロジェク ト概要

本プロジェク トは 「出産 ・育児と研究活動の両立支

援J,「女性研究者の活躍の場の拡大Jを 目的としている.

その中核となる取組みは次の3本柱からなる (図1).

① 出 産 ・育児休暇中の研究者にサポー ト役としての

研究助手を付け,ネ ットワークを利用した実験装置

の遠隔操作や画像伝送などの様々な支援により,研

究活動の低下を最小限にとどめること

② 電 子情報 (eポー トフォリオ)と してのキャリア

の蓄積を活用 したマルチキャリアパスのための支援

① 中 高生などに対する理科教室や研究室公開による

ロールモデルの提示など,次 世代研究者への教育 ・

育成を含む企画及び調査
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科学技術振興調整費プログラム

「女性研究者支援EEデル育成」
―一日本女子大学における
「女性研究者マルチキャリアパス支援プロジェクト」の取組み――

小舘香椎子

本プロジェク トの事務局としてプロジェク ト推進室

(推進室長 :遠山嘉一客員教授)を 開設 し,下 記の 3部

門を設け,活 動を開始した。

本 年 度 の 活 動

(1)ユ ビキタスリサーチ支援部門

ユビキタスリサーチ (ビリサーチ)と は,「いつでも

どこにいても研究活動を継続する」という新 しい概念で

ある.支援を受ける育児中の研究者を「(Jリサーチャー」

と呼び,研 究者像の新しいモデルとして提示することを

目指す.2006年 度は, まず U一リサーチャーを公家し,

8月 から支援を開始した.現 在の Uリ サーチャーは8名

で,こ れを支援する研究助手も公募し,研 究 ・業務内容

のマッチング後に配置し,研 究活動を円滑に進めるため

の支援が行われている.研 究助手は, U一リサーチヤー

の遠隔指導により研究をサポー トする要員であり,同 時

に研究指導を受けることによリキャリアアップの機会を

得ている。また,自 宅に居ながらにして研究活動を継続

するために,研 究助手への指示やデイスカッション,研

究室ゼミに参加するための画像伝送テレビ会議システム

を導入した (図2).更 に遠隔操作のために,電 子顕微

鏡のデイジタルデータ取得 ・転送用モジュールの導入及

び望遠鏡のリモー トコントロール装置を構築し,実 証実

験を開始 している.U一 リサーチャーからは,こ れまで

継続的な実験データの取得が可能となる上,育 児中自宅

から研究助手や学生に遠隔で指示や議論ができ,大 変有

効であるなどの感想が寄せられている。

(2)ヒ ューマンリツース部門

ヒューマンリソース部門では,多 様なキャリアパスの

人材を受け入れ,多 様なキャリアパスで送 り出すための

支援を行う。これを実現するために,キ ャリアアップや

就職時に必要となる研究者の経歴,ス キル,業 績などを

eポー トフォリオに蓄積 し,活 用するシステムの構築や

研究的ポス トなどの就職先の拡大に向けての支援活動を

行っている。今年度は,卒 業生との懇談会を第 2回 シン
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